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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

本プロジェクトは、日本国政府により閣議承認され、両国間で無償資金協力にかかる交換

公文（E/N）及び贈与契約（G/A）が締結された後、正式に実施されることとなる。交換公

文（E/N）、贈与契約（G/A）が署名された後、日本国法人のコンサルタントはカンボジア国

側と設計監理契約を結び、基本設計に基づいて実施設計、入札、工事契約業務を行う。施

工に関しては、カンボジア国側と詳細な討議および意見調整を十分に行い、両国負担工事

が遅滞なく着工され、円滑な建設が行われるよう監理を行う。本プロジェクト施設の建設

着工にあたり、工事用仮設電力は既設電力を利用するが、カンボジア国側負担範囲の本設

用電力等は本施設の工事完成前に確実に供給され、円滑に施設が運営されるものとする。

また建設資材の簡素化および材料の統一を図り、時間を要する資材の調達を迅速に処理す

るとともに、資材の現場輸送と工事工程の調整や、専門技能工の適切な派遣時期を考慮す

るなど、待機や手戻りの少ない工程計画を策定して、予定期間内に効率よく資材と人材を

投入する。 

本プロジェクトを実施するための施工計画は以下の原則と方針に従って策定する。 

 

（１）本プロジェクト実施上の原則 

日本国の閣議において本プロジェクトが承認され、両国の間で実施に関する交換公文

（E/N）、贈与契約（G/A）が締結された場合、本プロジェクトは以下の原則のもとに

実施される。 

１）本プロジェクトは日本国民の税金を原資とし、日本国の予算制度の下で実施され

る。 

２）カンボジア国政府は本プロジェクトの実施にあたり、日本国法人コンサルタント

と契約し、本基本設計調査の結果に基づいて実施設計、業者選定補助業務および

施工監理を委託する。 

３）カンボジア国政府は上記コンサルタントの協力の下で事前資格審査付き一般競争

入札を行って日本法人建設会社を選定し、同社と一括請負契約を締結して本プロ

ジェクト施設の建設を委託する。 

 

（２）施工計画策定の基本方針 

１）現地の建設事情を反映した効率的な事業の実施、並びに建設技術の移転を図るた

め、現地の建築事情や調達事情に明るいローカルコンサルタント並びにコントラ

クターを最大限活用する。 

２）施工現場における安全管理、品質管理、並びに工程管理を徹底し、これらに関し

て日本法人建設会社が持つ技術を最大限に活用する。 
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３）工事全般にわたり建設現場内の安全維持、盗難防止に対して十分に配慮する。 

４）施工にあたっては、現地の施工業者との協調が建設工事の成功に不可欠であり、

元請と現地下請との役割分担の明確化と適切な人員配置に留意し、スムーズな管

理が行われるような組織体制を築く。 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

カンボジア国側の負担工事の確実な実施が、本プロジェクトの円滑な実施には不可欠で

ある。カンボジア国側により遅滞なく建設予定地の盛り土・整地作業が行われるよう、カ

ンボジア国側の実務担当者および日本側担当者の間で、詳細な工程を検討する。 

また資材の調達と現場搬入時期の設定を行うこと、特に調達期間を要する資材について

は現場搬入までの期間等を十分考慮した上で後戻りのない工程を設定し、工程計画どおり

の完成を目指すことが必要である。その他、本プロジェクトで留意すべき点は以下のとお

りである。 

 

① 各サイトは敷地の広さや形状、前面道路の状況、校門と建設予定地との関係など

の点で異なっているので、それぞれの特徴をよく把握した上で各サイトに適した

施工計画を立てる。 

② 各サイトとも既存校における増築や建替え工事となるので、工事車両など工事関

連の動線と生徒や学校側関係者の動線とを仮囲いなどで分離するとともに、校内

への出入口も可能な限り分離して生徒や学校関係者の安全確保に配慮する。 

③ 市内に分散した各校の敷地には余裕がないため、建築資材の置き場や加工場とす

る施工基地を市内のなかで利便性が高く経済的な場所に設ける。 

④ 杭工事に際しては、騒音などの点で近隣住民の生活の妨げにならないような施工

方法を採用する。 

⑤ 現地市場で調達できる建設資材のなかに第三国からの輸入品が多いので、在庫量

の確認や品質保証など、施工計画に沿った調達に配慮する。 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達区分 

 

日本国とカンボジア国のそれぞれの施工区分を下記に示す。 

 

（１）日本国側の負担工事 

① 計画施設建設工事（計画対象校 7校における 7 教室棟及び 5トイレ棟） 

② 計画家具・備品の調達 
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（２）カンボジア国側の負担工事 

① 敷地の確保 

② 整地、造成工事 

③ 建設予定地内の地上及び地中埋設障害物の撤去工事 

④ 工事用資材の校内一時保管場所の確保 

⑤ 工事用仮設電力申請と工事 

⑥ 本設電力及び市水の引き込み工事 

⑦ 最終排水枡から下水本管への接続工事 

⑧ 計画家具・備品以外の家具、什器の調達 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

本プロジェクトでは同時に多数のサイトにおける建設工事を限られた工期内に完了させ

る必要があるため、実施機関への綿密な報告と打ち合わせや施工業者への適切な指示、指

導など、施工監理業務が適切に実行される必要がある。そこで本プロジェクトでは以下に

述べる一般監理と常駐監理の 2本立てで監理を行う。 

 

（１）日本国内で行う一般監理 

施工監理の経験を有する日本人コンサルタントが詳細設計を担当した日本人技術者とと

もに全体工程の監理、総合的な技術的判断、常駐監理者の専門領域以外の事項に対する技

術的判断・指導、及び JICA 本部への定期報告を行う。 

 

（２）カンボジア国内で行う常駐監理 

施工監理の実績を有する技術者がカンボジアに駐在し、ローカル技術者とともに工程管

理、施工図・施工要領書の検討・指導、資機材の材料承認、施工業者への一般技術指導、

中間検査・竣工検査の実施、監理情報の収集、監理報告書の作成、および本プロジェクト

に関する定期的な報告をカンボジア側の責任機関と実施機関に対して行う。コンサルタン

ト監理事務所はプノンペン市内に置く。 

 

３－２－４－５ 品質管理計画 

 

品質管理では、設計図書および施工監理計画書に従い、施工計画書、施工図、見本品の

確認、各種検査の実施、現場立会い検査等を行う。表３－７に躯体工事段階における主な

品質管理項目を示す。 
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表３－７ 躯体工事段階における主な品質管理項目 

工事種目 品質管理項目 検査方法 検査頻度 

土工事 床付面確認 目視 根切完了時 

鉄筋材料 ミルシートの照合又は 

引張り強度試験 

ロット毎 

サイズ毎 

配筋 配筋検査 コンクリート打設前 

鉄筋・型枠工事

型枠 型枠検査 コンクリート打設前 

材料 セメント：試験成績表 

骨材：粒度試験 

水：水質試験 

配合計画時 

試験練り 諸性能の確認 コンクリート種類別 

打設 スランプ、空気量、 

コンクリート温度、 

塩化物 

打設部位別 

コンクリート 

工事 

強度 供試体による圧縮試験 打設部位別 

鉄骨工事 鉄骨材料 製品検査 鉄骨組立完了時 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

本プロジェクトで使用する建設資機材はすべて現地で調達することが可能であるが、その

選定にあたっては価格面での比較検討を優先した上で、製品の品質や供給能力、限られた

工期の中での納期の信頼性、および将来的な維持管理も考慮し、カンボジアの国産品と輸

入品のどちらを選定すべきか適切に判断する。 

現地調査時に実施した建設資機材調査に基づき、本プロジェクトで使用するものを中心と

した現地調達資機材リストを表３－８に示す。 

 

表３－８ 現地調達資機材リスト 

資機材名 国産品 輸入品 輸入先 

建築工事資機材 

 ポルトランドセメント ○ ○ タイ 

プラスター ○ ○ タイ、シンガポール 

コンクリート用骨材 ○   

異形鉄筋  ○ ベトナム、中国 

鉄骨  ○ ベトナム 

型枠材 ○ ○ 中国、ベトナム 

コンクリートブロック ○   

レンガ ○   

屋根用セメント瓦  ○ タイ 

屋根用陶製瓦  ○ ベトナム 

床用陶製タイル  ○ ベトナム 

木材 ○ ○ ベトナム 

陶製タイル  ○ 中国、タイ、インドネシア 
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資機材名 国産品 輸入品 輸入先 

ステンレススチール  ○ 中国、台湾 

木製建具 ○   

ガラス類  ○ 
マレーシア、タイ、 

インドネシア 

塗装用材  ○ タイ、シンガポール 

電気設備工事資機材 

配電盤類  ○ タイ、シンガポール、 

電線・ｹｰﾌﾞﾙ  ○ タイ、シンガポール、韓国 

照明器具  ○ タイ、シンガポール、韓国 

弱電機器  ○ タイ、シンガポール、韓国 

給排水衛生設備工事資機材 

亜鉛ﾒｯｷ鋼管  ○ タイ 

バルブ類  ○ タイ、日本 

PVC管 ○ ○ タイ 

衛生陶器類  ○ タイ 

 

３－２－４－７ 実施工程 

 

本プロジェクトの実施工程は無償資金協力の仕組みに沿った日本国側、カンボジア国側

によるそれぞれの負担工事および所要手続きが遅延なく行われることを前提とする。両国

間で交換公文（E/N）、贈与契約（G/A）締結後に、詳細設計、入札・契約、施工・資機材調

達の 3段階で実施される。 

 

（１）詳細設計段階 

コンサルタントは基本設計に基づき、詳細設計図、仕様書、数量書等を作成する詳細

設計を行う。詳細設計期間中の適切な時点でカンボジア国政府側関係機関と打ち合わせ

を行い、最終成果品の承認を得た上で入札段階に進む。これに要する作業期間は 3 ヶ月

と想定される。 

 

（２）入札・契約段階 

詳細設計段階終了後、日本において入札参加資格事前審査（PQ：Pre-qualification）

が行われる。審査結果に基づき、相手国実施機関であるプノンペン市教育局が入札参加

業者を招集し、関係者立会いの下に入札を行う。最低価格を提示した入札者が、その入

札内容が適正であると評価された後に落札者となり、プノンペン市と工事契約を取り交

わす。これに要する作業期間は 2ヶ月と想定される。 
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（３）施工・資機材調達段階 

日本国政府による工事契約の認証後、建設工事に着手する。カンボジア国側負担工事、

資機材調達が円滑に実施されれば、本プロジェクトの施設規模から判断して、その工期は

13 ヶ月と見込まれる。以上の実施工程を表３－９に示す。 

 

表３－９ 実施工程 

 

３－３ 相手国側負担事業の概要 

 

日本国の無償資金協力は自助努力による開発への支援を目的にしており、この方針に基づ

き日本国政府は受益国側にも応分の負担を設けている。この原則は世界中の全ての受益国

に対し、平等に適用されている。従って、日本国政府が本プロジェクトの実施を決定した

場合、カンボジア国側は以下の措置を講じなければならない。 

 

１）本プロジェクトに必要な資料・情報を日本側に提供すること 

 

２）本プロジェクトに必要な土地を用意し、プノンペン市教育局が建物を建設する権利を

確保すること 

 

３）本プロジェクトの実施に先立ち必要となる、既存施設・障害物の解体撤去、造成およ

国内入札作業

　
詳
　
細
　
設
　
計

準備工事

施
　
工
　

（

建
設
工
事

）

設備・内外装工事

     現地作業

土工事・基礎工事

躯体工事

現地作業

国内設計作業

5 6 7 91 2 3 4 8

外構工事

検査・引渡

12 1310 11
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び整地を行うこと 

 

４）完成後施設に必要な境界塀などの外構工事を実施すること 

 

５）完成後の施設に必要な電力供給、水道、排水その他付随的設備の敷地内への引き込み

と接続を行うこと 

 

６）本プロジェクトに含まれる基本的な家具を除き、完成後の施設に追加する必要がある

家具・備品類の調達を行うこと 

 

７）無償資金協力によって建設される建物の適正な運営・維持管理のための人員と予算を

確保すること 

 

８）日本にある銀行との銀行取り決めに基づき包括的支払い授権書の発行手数料、および

支払手数料を負担すること 

 

９）無償資金協力の下で購入する資機材の税金の免除、および速やかな内陸輸送を保証す

ること 

 

１０）認証された契約の下での物品および役務の提供に関し、本プロジェクトに携わる日

本人、または個人に対してカンボジア国内で課される関税、国内税、およびその他

課税を免除すること 

 

１１）認証された契約の下での物品および役務の提供に関し、日本国民がカンボジア国側

の領域内に入国し、滞在する場合に必要な便宜を与えること 

 

１２）本プロジェクトの下で建設される施設をプノンペン市教育局の管轄の下に適正かつ

効果的に使用し維持すること 

 

１３）本プロジェクトのために必要なすべての許可、承諾、権限を取得すること 

 

１４）本プロジェクトの範囲内で日本の無償資金協力によって負担される費用以外の全て

の費用を負担すること（造成・整地、インフラの引き込み・接続工事、建設許可申

請費用など） 

 

１５）建設工事に先立ち、コンサルタントの協力の下に各種許認可を取得すること、およ

び工事完了や使用開始にあたっての当局の許可が必要な場合はそれを取得すること 
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１６）本プロジェクトの実施に伴い、第三者及び近隣住民との間に発生する可能性のある

諸問題の調整と解決を図ること。 

 

表３－１０ カンボジア国側負担工事 

学校No. 学校名　

切り株
及び

樹木等
撤去

既存塀
撤去
及び
新設

土間コ
ンク

リート
建物
基礎

等撤去

盛土

給水
接続
 (市
水）

下水道
接続

電気
接続

1 Chak Ang Re Phum 2 ● ● ●

2 Kork Banchorn ● ● ●

3 Toul Sangke ● ● 　 ●

4 Wat Neak Voan ● ● ● ●

5 Wathanak Vichea ● ● ● ●

6 Sothearos ● ● ● ● ●

7 Sante Pheap ● 　 ●
 

 

 

３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

３－４－１ 運営計画 

 

（１） 教員の増員 

本プロジェクトで教室が整備されることにより必要となる追加教員数（不足教員

数）は表３－１１のとおり。なお、プノンペン市には担任を持たない待機教員のい

る学校があり、プノンペン市教育局は、教員不足の学校が生じた場合には、適宜こ

れらの待機教員により不足を補うことが可能である。したがって、計画対象校に教

員を増員するために新たな教員を雇用する必要はない。 
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表３－１１ 計画対象校の不足教員数 

No. 1 Chak Ang Re Phum 2 20 20 40 40 38 2

No. 2 Kork Banchorn 15 15 30 30 34 不足なし

No. 3 Toul Sangke 15 24 48 48 45 3

No. 4 Wat Neak Voan 12 15 30 30 38 不足なし

No. 5 Wathanak Vichea 12 12 24 24 17 7

No. 6 Sothearos 12 17 34 34 72 不足なし

No. 7 Sante Pheap 10 22 44 44 36 8

96 125 250 250 280 20

（＊）
既存教員数には各校の待機教員を含む

2部制授業による
クラス数

（B)＝（A)×2

必要教員数
（C)＝（B)

既存教員数
（＊）

（D)

不足教員数
（E)＝（C)－（D)

合計

計画教室数
本プロジェクト
終了後の教室数

（A)
学校No. 学校名

 

 

（２） 教材、文房具、光熱水費等 

学校の運営は、各学校の管理者である校長・副校長（Director Groupと呼ばれる）

が、学校運営委員会（School Supporting Committee：SSC）、地域住民の協力を得て

行っている。 

各学校では、教育省が学校の運営・維持管理のために配布する目的別予算（Program 

based Budget：PB）1を使用するが、資金が不足した場合には、各学校の収入（駐輪

場収入、売店出店料等）や SSCを通して地域住民から募った寄付金を使用する。そ

の額は学校の規模や年度によって異なるが、計画対象校では年間 400 ドル～3,000

ドルの寄付金が集められている。基本的な運営・維持管理に必要な経費は、PBや各

学校の収入、寄付金で対応可能なことから本プロジェクトの実施に問題はない。緊

急の経費が必要となった場合には、必要に応じて運営・維持管理計画を見直すこと

で対応している。 

 

（３） 教科書 

教科書は教育省が印刷して各学校に配布している。生徒は新学期の初めに学校か

ら教科書を借りて 1 年間使用し、学年末に返却する。学校では毎年返却された教科

書の状態を判断し、次年度にも使用可能な教科書数を報告するとともに、新たに必

要な教科書数を申請して、教育省から配布してもらう。プノンペン市では生徒 1 人

につき、各教科の教科書が 1 冊配布されている2。 

 

                                                  
1生徒数によって決まる部分（Student Component）と学校単位の部分（School Component）とがあり、調

査時点（2008 年 10 月）では、Student Component は生徒 1人につき年間 7,000 リエル、School Component

は 1 学校につき年間 600,000 リエル。その他、各学校の申請によって目的別に予算が配布される。 
2 教科書代は 1 冊につき約 3,500 リエル。1 学年には 4冊の教科書がある。 
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３－４－２ 維持管理計画 

 

学校運営と同様、維持管理についても各学校が SSC や地域住民の協力を得て実施してい

る。教室の清掃は、毎日シフト毎の生徒が行っており、教室内にはゴミ箱や清掃道具も設

置されて清潔に保たれている。また、計画対象校のうち 6 校ではトイレ・校庭を清掃する

ためのスタッフが雇われている。 

家具や窓の修繕など軽微な補修工事については、工作担当教員が生徒と共同で行うが、

専門的で難しい工事は外部の業者に委託する。中規模な修繕（塀の修繕、校庭の土盛り等）

でまとまった資金が必要なときにはブン・プカー（Bun Phka）と呼ばれる集会を開いて地

域住民からの寄付を募る。SSCは年 3回の定期会合（学年度開始時、前学期終了時、学年度

終了時）を行い、各期の計画立案、活動報告等を行う。問題が生じたときには随時、臨時

会合を開き、解決を図っている。 

なお、大規模な修繕や校舎の建替え等を自らの資金で行うことは難しいため、ドナーや

NGOの支援に依存している。 

 

３－５ プロジェクトの概算事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概算事業費 

 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 5.60 億円となり、先に述べた

日本とカンボジア国との負担区分に基づく双方の経費内訳は下記（３）に示す積算条件に

よれば、次のとおりと見積られる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すもの

ではない。 

 

（１）日本側負担経費     概算総事業費 約 554.7 百万円 

 

表３－１２ 日本側負担経費内訳 

費目 概算事業費（百万円） 

教室棟 416.3

トイレ棟 22.3
施

設 

家具・備品 39.5

478.1 

詳細設計・施工監理 76.6 

合計 554.7 
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（２）カンボジア国側負担経費    55,072 US $（約 5,901 千円） 

 

表３－１３ カンボジア国側負担経費内訳 

金額 
費目 

単位：US $ 単位：千リエル 単位：千円 

整地・造成・解体 45,263 184,426 4,849 

電力引き込み 3,759 15,316 403 

水道引き込み 370 1,508 40 

下水接続 400 1,630 43 

銀行手数料 5,280 21,514 566 

合計 55,072 224,394 5,901 

 

（３）積算条件 

① 積算時点  ：平成 20 年 10 月 

② 為替交換レート ：1US$ ＝107.12円 

：1現地通貨（KHR：リエル）＝0.02629円 

③ 施工・調達期間 ：工事の期間は、業務実施工程に示したとおり。 

④ その他  ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえ

て行うこととする。 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

３－５－２－１ 運営費 

（１） 教員給与 

本プロジェクトの実施により、計画対象校には表３－１１のとおり合計 250人の教員が必

要となる。教員１人あたりの平均的な月額給与 150,000リエルをもとに試算すれば、1 年間

（10 ヶ月）に必要な給与は 375百万リエル（約 9,859 千円）となるが、前述のとおり、新

たに教員を雇用する必要はないため、給与の増加を考慮する必要はない。 

（２） 光熱水費 

本プロジェクトの実施後に必要となる計画対象校 7校の電気料金、水道料金は以下のとお

り。 

表３－１４ 計画対象校の光熱水費 

年間料金 
項目 

単位：US $ 単位：千リエル 

電気料金 4,536 18,482 

水道料金 1,082 4,409 

合計 5,618 22,891 
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３－５－２－２ 維持管理費 

 

本プロジェクトで建設する施設は、引渡し後数年間は維持管理を必要としないと考えら

れるが、その後に予想される維持管理費としては再塗装工事費用およびトイレの沈積物除

去費用がある。想定される頻度、経費は以下のとおりである。 

 

表３－１５ 計画対象校の維持管理費 

年間当たりの経費 
項目 

単位：US $ 単位：千リエル 

内壁及び天井 8,640 35,204 
再塗装 

建具 22,450 91,474 

トイレ沈積物除去 920 3,749 

合計 32,010 130,427 

 

３－５－２－３ 運営・維持管理費の合計 

 

運営・維持管理費の増加分合計は 1 年当たり約 37,628 US $となる。この額はプノンペン

市教育局の 2010 年の PB計画額 5,285百万リエルの約 2.5％にも満たないため、充分に確保

が可能な額である。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第４章 プロジェクト妥当性の検証 

 

４－１ プロジェクトの効果 

 

本プロジェクトの実施により期待される主な効果は以下の通りである。 

 

現状と問題点 協力対象事業

での対策 

直接効果 間接効果 

1） プノンペン市では、施

設の深刻な老朽化と教

室の不足により校舎の

建て替えや増設が常態

化している。 

 

 

通学エリアに居住する

約 12,000 人の就学環境

が改善される。 

2） 計画対象校7校のうち、

3 校では教室不足のた

め 3 部制授業を採用し

ており、カリキュラム

に定められた授業時間

数を確保できていな

い。 

 

7校に96教室を

整備する。 

3 部制授業を採用する

学校数が減少する。 

1) 施設が整備され

ることにより、

SSCや地域住民に

よる学校運営・維

持管理活動の一

層の向上に貢献

する。 

 

2) 衛生的なトイレ

が整備されるこ

とにより、学校の

衛生状況が改善

される。 

（注） 1 教室の生徒数は 48 人、2部制として算出 

 

 

４－２ 課題・提言 

 

４－２－１ 相手国側の取り組むべき課題・提言 

 

本プロジェクトによって整備される施設が継続的かつ有効に使用されるために、教育省及

び地方自治体が取り組む必要があると考えられる課題は以下のとおり。 

 

① 本プロジェクトによって整備される学校に対して、必要な教職員を配置する。 

② 本プロジェクトによって整備される学校に対して、必要な運営・維持管理費を割り

当てる。 
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４－２－２ 技術協力・他ドナーとの連携 

 

他ドナーの学校建設案件は対象が中学校であるため、特に連携はない。 

本プロジェクトの実施機関であるプノンペン市教育局には、JICA シニアボランティアが

派遣されており、教育政策全般についてのアドバイスをしている。本計画第二次では学校

施設の維持管理のためのソフトコンポーネントが実施され、プノンペン市教育局がコンサ

ルタント、シニアボランティアの協力のもと、各種ガイドラインの作成、セミナー等を実

施した。JICA カンボジア事務所もこの活動を支援し、ガイドラインの増刷を実施した。こ

の経緯から、本計画で整備される学校の維持管理についても、プノンペン市教育局によっ

て、シニアボランティアや JICA カンボジア事務所の協力のもとに、適切に指導が行われる

と期待できる。 

 

４－３ プロジェクトの妥当性 

 

本プロジェクトは、以下の理由により我が国の無償資金協力による協力対象事業の実施

が妥当であると判断される。 

① 本プロジェクトの裨益対象は、プノンペン市の生徒や教職員など一般国民である。 

② 本プロジェクトのプロジェクト目標は、計画対象校の通学エリアにおける初等教育就

学環境が改善されることであり、我が国無償資金協力の目的である BHN、教育および人

造りに合致する。 

③ 本プロジェクト計画対象校は、カンボジア国側独自の資金と人材、技術で運営・維持

管理を行うことができる。また、本プロジェクトの実施には高度な技術を必要としな

い。 

④ 本プロジェクトの内容は、カンボジア国の国家計画及び教育計画の戦略・政策に資す

る計画である。 

⑤ 本プロジェクト実施には収益性を伴わない。 

⑥ プロジェクト実施に伴う社会面・環境面での負の影響がほとんど無い。 

⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能であ

る。 

 

４－４ 結論 

 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広

く住民の BHN の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が

国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。 

さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側の体制は人員・資金とも

に可能な範囲であるため問題ないと考えられ、本プロジェクトは円滑かつ効果的に実施し

うると考えられる。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 

 



１．調査団員氏名、所属 

 

（１）基本設計現地調査（平成 20 年 9 月 21 日～平成 20 年 10 月 31 日） 

 

No 氏名 担当 所属 

1 竹山 健一 団長 資金協力支援部準備室 

次長（社会セクター開発担当） 

2 村川 太志郎 計画管理 資金協力支援部準備室事業調査第二課 

3 横山 章 業務主任 株式会社 毛利建築設計事務所 

4 小泉 一七 建築設計Ⅰ 株式会社 毛利建築設計事務所 

5 堀越 誠一 建築設計Ⅱ／設備設計 株式会社 毛利建築設計事務所 

6 一番ヶ瀬 佳昭 施工・調達計画／積算 株式会社 毛利建築設計事務所 

7 田中 真紀 教育・技術支援計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

 

 

（２）基本設計概要説明調査 

（平成 21 年 2 月 9 日～平成 21 年 2 月 18 日） 

 

No 氏名 担当 所属 

1 村上 雄祐 団長 JICA カンボジア事務所 次長 

2 河村 健太郎 協力政策 外務省 国際協力局 無償資金・技術協

力課 

3 村川 太志郎 計画管理 JICA 経済基盤開発部 都市・地域開発

第三課 

4 横山 章 業務主任 株式会社 毛利建築設計事務所 

5 小泉 一七 建築設計Ⅰ 株式会社 毛利建築設計事務所 

 

 

 

 

 



 

２． 調査行程 

 

（１）基本設計現地調査 

a b c d e f g

日時 総括 計画管理 業務主任 建築設計Ⅰ
建築設計Ⅱ／

設備計画
施工・調達計画／積算 教育・技術支援計画

竹山 村川 横山 小泉 堀越 一番ヶ瀬 田中

　 7日間 7日間 28日間 28日間 21日間 31日間 28日間

1 9/21 日 成田→プノンペン

2 9/22 月 Cに同行

3 9/23 火 　 　 Cに同行

4 9/24 水 　 　 Cに同行

5 9/25 木 　 　 Cに同行

6 9/26 金 ミニッツ調印、JICA・大使館報告 　 　 Cに同行

7 9/27 土 Cに同行

8 9/28 日 団内協議・資料整理

9 9/29 月 Cに同行

10 9/30 火 Cに同行

11 10/1 水 成田→プノンペン 成田→プノンペン 調査準備

12 10/2 木
ｷｯｸｵﾌ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、サイト調
査・教育関連調査 No.1

積算関連調査
ｷｯｸｵﾌ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、教育関
連調査 No.1

13 10/3 金 サイト調査・教育関連調査 No.2,3 同上 教育関連調査 No.2,3

14 10/4 土 サイト調査・教育関連調査 No.4,5 同上 教育関連調査 No.4,5

15 10/5 日

16 10/6 月 サイト調査・教育関連調査 No.6,7 調達関連調査 教育関連調査 No.6,7

17 10/7 火 設計案作成 設計案作成 建築／設備関連調査 同上 教育関連調査

18 10/8 水 設計案作成 建築関連調査 同上 同上
第1次整備校SM×1校、
第2次整備校SM×1校

19 10/9 木
教育省・プノンペン市教育
局協議

Cに同行 同上 同上
第2次整備校SM×1校、
SM No.5

20 10/10 金 同上 建築関連調査 同上 同上 SM No.6,7

21 10/11 土 フィールドレポート作成 同上 同上 同上 教育関連調査

22 10/12 日

23 10/13 月
教育省・プノンペン市教育
局協議

建築関連調査 設備関連サイト調査 施工関連サイト調査 教育関連調査

24 10/14 火 同上 同上 同上 同上 同上

25 10/15 水 同上 Cに同行 同上 同上 同上

26 10/16 木 同上 Cに同行 建築／設備関連調査 施工関連調査 同上

27 10/17 金 同上 同上 Cに同行、プノンペン発

28 10/18 土 同上 同上 成田着

29 10/19 日

30 10/20 月
建築／設備関連調査、
プノンペン発

積算関連調査

31 10/21 火 成田着 同上

32 10/22 水 同上

33 10/23 木 同上

34 10/24 金 同上

35 10/25 土 同上

36 10/26 日 資料整理

37 10/27 月 積算関連調査

38 10/28 火 同上

39 10/29 水 同上

40 10/30 木 積算関連調査、プノンペン発

41 10/31 金 成田着

表中のＮｏ．番号は要請校番号 SM:ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ・ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

成田着

サイト調査 No.6,7

資料整理

成田→プノンペン

プノンペン市教育局協議、過去の無償案件視察、サイト視察

プノンペン市教育局協議、類似案件視察、サイト視察

ミニッツ協議

ｷｯｸｵﾌ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、サイト調査 No.1

団内協議・資料整理

団内協議・資料整理

フィールドレポート署名、大使館、JICA報告、プノンペン
発

過去の無償案件調査

類似案件調査

調査準備

サイト調査 No.2,3

サイト調査 No.4,5

JICA事務所、日本国大使館、教育省、プノンペン市教育局表敬

団内協議・資料整理

既存校視察

ミニッツ調印、JICA・大使館報告

成田着

 



（２）基本設計概要説明調査 

 

a b c d e

日時 団長 協力政策 計画管理 業務主任 建築設計Ⅰ

村上 河村 村川 横山 小泉

　 4日間 7日間 7日間 10日間 10日間

1 2/9 月

2 2/10 火

3 2/11 水 プノンペン市教育局協議 補足調査

4 2/12 木
ミニッツ協議（プノンペン
市教育局）
ミニッツ調印

eに同行、過去無償資金
協力実施案件視察

補足調査

5 2/13 金 JICA・大使館報告
過去無償資金協力実施
案件視察
JICA・大使館報告

6 2/14 土

7 2/15 日

8 2/16 月

9 2/17 火

10 2/18 水

成田着

成田着

補足調査、プノンペン発

JICA事務所、教育省、プノンペン市、プノンペン市教育局表敬

補足調査

団内協議・資料整理

他ドナー学校訪問、補足調査

ミニッツ協議（プノンペン市教育局）
WB協議、ADB協議

ミニッツ協議（プノンペン市教育局）
ミニッツ調印、協議（プノンペン市教育局）

協議（プノンペン市教育局）
JICA・大使館報告

成田→プノンペン

他ドナー学校訪問
プノンペン発

 

 

 

 

 



３．関係者（面会者）リスト 

 

教育・青年・スポーツ省（Ministry of Education, Youth and Sport） 

H.E. Im Sethy 教育大臣  

Mr. Sam Sereyrath 局長 計画局 

Mr. Om Sethy 局長 情報・アセアン関係局 

Mr. Soung Yen 副局長 国家物品・資産局 

Mr. Chey Sith 副局長 国家物品・資産局 

Mr. Tum Sokun Thea 建設オフィス主任 国家物品・資産局 

Mr. Sok Sohema 副局長 財務局 

Mr. Thong Borann 局長 人事局 

Mr. Hour Chhunkry 法務課副主任 人事局 

Mr. Sorn Senghok スタッフ 人事局 

Mr. Pung Hansin 局長 ノンフォーマル教育局 

Mr. Tal Vannara スタッフ ノンフォーマル教育局 

Mr. Lang Sophat スタッフ ノンフォーマル教育局 

Mr. Sam Sopheak 管理オフィス局長 教員養成局 

Ms. Sombath Eath スタッフ 教員養成局 

金澤 大輔 教育計画アドヴァイザー 計画局 

 

プノンペン市（Municipality of Phnom Penh） 

H.E. Kep Chuktema 市長  

Mr. Lone Dimanche 市長アシスタント  

Mr. Nak Tanavuth 局長 国際関係部 

Mr. Dy Phalla モニタリング評価アドヴァイ

ザー 

Excom/MDC オフィス 

 

プノンペン市教育・青年・スポーツ局（Department of Education, Youth and Sport, Phnom 

Penh） 

Mr. Om Heune 局長  

Mr. Em Ham Khuon 副局長  

Mr. Ouk Sambath 課長 計画課 

Mr. Tep Visoth 副課長 計画課 

Mr. Pen Phel 副課長 計画課 

Mr. Thong Keobunnate スタッフ 計画課 

Mr. Ly Sovatra スタッフ 計画課 

森 正弘 教育行政、（シニアボランティア） 計画課 

Mr. Preab Kompheak 副課長 初等教育課 

Mr. Ky Chantha 副課長 財務課 



Mr. Thor Senpoly スタッフ 財務課 

Mr. Neou Thong 課長 ノンフォーマル教育課 

 

環境省（Ministry of Environment） 

Mr. Chiek Ang 副局長 プノンペン市環境局 

Mr. Heang Nhor 副課長 環境汚染管理及び情報教育課 

 

土地管理・都市計画・建設省（Ministry of Land Management, Urban Planning and 

Construction） 

Mr. Nhan Sy 局長 設計局 

 

在カンボジア日本大使館 

松尾 秀明 参事官 

中谷 純之 二等書記官 

 

JICA カンボジア事務所 

米田 一弘 所長 

鵜飼 彦行 次長 

三部 信雄 無償資金協力調査員 

堀田 桃子 所員 

Mr. Phok Phira プログラムアシスタント 

 

 

計画対象校 

No. 1 Chak Angre Phum 2 

Mr. Suy Saroeun 校長 

Mr. Soeng Chhun 会計（教員兼務） 

 

No. 2 Kork Banchorn 

Mr. Sorn Saron 校長 

Mr. Long Phonn 会計（教員兼務） 

 

No. 3 Toul Sangke 

Mr. Poch Thavoeurak 校長 

Ms. Ngeth Meanith 副校長 

 

No. 4 Wat Neak Voan 

Mr. Hy Savuth 校長 

 

 



No. 5 Wathanak Vichea 

Ms. Ek Vantara 校長 

Mr. Nhem Sitha 副校長 

 

No.6 Sothearos 

Mr. Men Sokha 校長 

 

No. 7 Sante Pheap 

Ms. Ing Sor 校長 

Mr. Mam Touch 副校長 

Ms. Tep Rayany 副校長 

 

 

 

 





























































５．事業事前計画表（基本設計調査時） 

１．案件名 

カンボジア王国 第 3次小学校建設計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

カンボジア王国では、1970 年代から長く続いた内戦ののち 1991 年に和平協定締結後、比

較的安定した成長を続けている。同国政府はガバナンスの改善を中核として 2006 年に包括

的な開発戦略（四辺形戦略：Rectangular Strategy）を策定し、さらなる国家の安定と成

長を目指している。特に長期の内戦による人的資源の不足の解消は同国における開発課題

の中核に位置づけられており、上記「四辺形戦略」のほか、2003 年には EFA（Education for 

All）行動計画を、2005 年には教育戦略計画 2006-2010（Education Strategic Plan: ESP）

及び教育セクター支援プログラム 2006-2010（Education Sector Support Program: ESSP）

を策定し、公平な教育機会の確保と教育の質の向上を目指している。 

1990 年代以降、同国の初等教育（6 年間）就学率は上昇傾向にあり、近年の人口増加率

1.5％に対し、1991 年から 2005 年にかけて純就学率は 69％から 91％に増加した。しかしな

がら急速な生徒数の増加に対し施設供給は逼迫しており、特にプノンペン市においては 1

教室あたり生徒数が 65.6 人と教育・青年・スポーツ省の標準である 50 人を上回っている

ことから、殆どの学校では 2 部制または 3 部制の導入によって 1 クラスあたり生徒数を適

正規模にしている。加えて、既存教室の一部は老朽化が顕著であり、施設の不備がプノン

ペン市における教育の質の向上を妨げている。 

かかる現況を受け、これまで我が国はプノンペン市において 2 次にわたり無償資金協力

により小学校建設を実施し、11 校 224 教室を建設してきた。これら施設は現在でも維持管

理を含めて有効に施設が活用されており、同市の教室環境の改善に寄与している。しかし

ながら、上述のような就学率の増加及び施設の老朽化を受けて未だプノンペン市の教室需

要は高く、同国は 2007 年 8 月、同市内の 7校における増築および建て替えを目的とした無

償資金協力を我が国に対し要請してきた。 

本計画は、プノンペン市の 7 校を対象とした学校施設の整備、教育家具の調達を実施す

るものであり、上述のカンボジア国教育セクターの上位計画の実現に資するものである。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

首都プノンペン市において初等教育就学環境が改善される。 

裨益対象の範囲および規模：対象 7 校の通学エリアの生徒約 12,000 人および教職員約

350 人 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 計画対象校において、学校施設・教育家具が整備される。 

2) 計画対象校の新運営体制（追加教員の配置）が確立する。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 計画対象校の学校施設を建設する。 

2) 計画対象校の家具を調達する。 

3) 予算確保、教職員の配置および教材等の調達を行う。 

 



(4) 投入（インプット） 

ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 5.54億円 

イ カンボジア国側 

(ｱ) 協力対象校の教職員の配置 

(ｲ) 協力対象校の運営・維持管理経費 

 (5) 実施機関 

主管官庁：教育・青年・スポーツ省及びプノンペン市 

実施機関：プノンペン市教育・青年・スポーツ局 

４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

カンボジア国首都プノンペン市 

(2) 概要 

1) 教育施設の整備（7校 96 教室、6校のトイレ整備） 

2) 教育家具の調達（生徒用机・椅子、教員用机・椅子、ホワイトボード） 

(3) 相手国側負担事項 

1) 建設用地の確保 

2) 免税措置 

3) 整地、アクセス道路の整備 

4) 既存建物の撤去・解体 

 (4) 概算事業費 

概算事業費 5.60億円（無償資金協力 5.54億円、「カ」国側負担 590万円） 

(5) 工期 

詳細設計、入札期間を含め約 13 ヶ月 

(6) 貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 

特になし 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

(1) 生徒数の急激な増加がない 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

項目 
実施前 

（2007/08年度） 

実施後 

（2010/11 年度） 

計画対象 7 校において良好な環境にある

教室数（収容可能生徒数） 

29 教室 

（2,784 人） 

125 教室 

（12,000 人） 

計画対象 7 校において 3 部制授業を行う

学校数 
3 校 0 校 

(2) その他の成果指標 

特になし 

(3) 評価タイミング 

2010/11 年度以降（計画対象校竣工後） 

 



６．参考資料/入手資料リスト 

 

No. 名称 形態
オリジナル・
コピー

発行機関 発行年

1 2008年国勢調査　仮報告書 図書 オリジナル 国家統計局 2008

2
幼稚園、小学校、中学校、教員養成校における公務員配
置規定

図書 コピー
教育・青年・ス
ポーツ省

2002

3 教育基本法（非公式英訳） 図書 コピー 2007

4
教育･青年・スポーツ省の組織と運営に関する規定（非公
式英訳）

図書 コピー
教育・青年・ス
ポーツ省

1998

5 教育統計（プノンペン市）1996/97～2007/08 図書
コピー、デー

タ
プノンペン市教育
局

1997～2008

6 教育統計(全国）1996/98～2007/08 図書 データ
教育・青年・ス
ポーツ省

1997～2008

7 ノンフォーマル教育（同等プログラム）のポリシー（ドラフト） 図書 コピー
教育・青年・ス
ポーツ省

2008

8 ノンフォーマル教育　国家アクションプラン（2008-2015） 図書 コピー
教育・青年・ス
ポーツ省

2008

9 ノンフォーマル教育のポリシー 図書 オリジナル 首相府 2002

10 2006年統計年鑑 図書 CD-R 国家統計局 2007

11 カリキュラム開発政策（2005-2009） 図書 データ
教育・青年・ス
ポーツ省

2004

12 カンボジア人口予測（2004CIPS人口データより） 図書 データ プノンペン大学 2008

13 教育セクタードナー実績報告書（2005/2006） 図書 データ UNCF 2006

14 ESP/ESSP2006-2010　中間評価レポート（ドラフト） 図書 データ
教育・青年・ス
ポーツ省

2008

15 消費者物価指数（2008年8月） 図書 オリジナル 国家統計局 2008

16
外国企業及び個人のコンサルタント・建設ビジネス登録に
ついて

図書 コピー
土地管理・都市
計画・建設省

2000

17 コンサルタント及び建設会社の管理にかかる条例 図書 コピー
土地管理・都市
計画・建設省

1999

18 経済・金融統計 図書 オリジナル カンボジア銀行 2008

19 カンボジアの経済観察 図書 オリジナル
カンボジア経済
研究所

2007
 

 

 



７．その他の資料・情報 

 

ステークホルダー・ミーティングの結果 

Bak Touk Toul Kok Chamreun Reat

本計画第1次 本計画第1次 本計画第2次

人数 13人 17人 18人

内訳 教員11人（男4、女7）、SSC2人（男2） 教員10人（男1、女9）、SSC7人（男7） 教員18人（女10、男8）

殆どの生徒は徒歩で通っている。
自転車通学は10人程度。
区外に住む生徒はバスで来る。
その他、親とバイクや車で通う生徒もいる。

殆どの生徒は徒歩で通っている。
スクールバス（10ドル／月）があるので、遠い生
徒はバスを利用。
その他は自転車。湖上に家がある生徒はボートも
利用。
3～4キロ離れると自転車が必要となる。

殆どの生徒は徒歩で通っている。
その他、自転車、乗り合いオート大八車や親とバ
イクや車で通う生徒もいる。

公務員、店主、露天商、バイクタクシーの運転
手、清掃人など

公務員、工場労働者、農業、露天商など
工場労働者、露天商、公務員、バイクタクシーの
運転手など

会合頻度 年に最低2回 年に3回 月に1回程度

メンバー
クラスター校の校長、テクニカルグループの代
表、SSCの代表など、一度に30～40人が集まる。

校長、副校長、SSC代表、区教育事務所の担当な
ど

校長、副校長、教科主任、教員代表など

会合場所
本校で実施。可動壁により3教室が1つの会議室に
なる。

大きい会議室は他校にはないので、いつも本校で
行う。

大きい会議室は他校にはないので、メンバーが多
いミーティングは本校で行う。

その他
大きい会議室は他校にはないので、教育省が会議
のために借りることもある。

クラスターミーティング以外の教授法ミーティン
グはコア校が提案して不定期に実施する。

教授法ミーティングは月に1回。
予算が少ないのであまりミーティングができな
い。ミーティングをするにはガソリンなどの交通
費、スナックの用意が必要

9つのコミッティがあり、年に3回ミーティングを
行う。

同左 同左

頻度 最低年に2回
年に3回会合を実施（年度当初、1学期終了時、年
度終了時）

最近の会議におけ
る議題

(1)指導と教授法について
(2)校舎の修理とメンテ

(1)実施したことの報告
(2)フェンスの修理について
(3)就学を増やすための計画

予算等
毎年最低でも1,000万リエルくらい集める。昨年
度は1,200万リエルを集めた。寄付は十分ではな
いので、SSCが借金することもある。

昨年度は1000万リエルを集めた。

机・椅子一体型
（2人掛）

重くて動かしにくく、掃除がしにくい 動かないのでよい
しっかりしている。学年によって高さが違うとよ
い。1つの教室内でも後ろの席の机を高くすると
よい。

机・椅子分離型
（2人掛）

メンテ、掃除がしやすい 生徒が椅子を持ち上げてケンカしたりする －

机・椅子分離型
（1人掛）

すぐ動くので授業の邪魔になる
スチールと合板がついた部分がよく壊れる。後ろ
の2本足でバランスをとって遊ぶ。

生徒が動くと机・椅子も動くので、授業の邪魔に
なる。

ホワイトボード

教員は全員ホワイトボードが良いとの意見。
SSCの1人から反射するので見にくいとの意見あ
り。
ホワイトボードマーカーはインクを補填して使
う。（4500リエル／インク）

・書きやすい。
・ホワイトボードマーカーは高いが、健康には換
えられない

18人中10人がホワイトボードに賛成。
・マーカーは高いがチョークの粉よりはよい。
・手が汚れない。
・黒板ではチョークの粉が出る。

黒板
・韓国が援助した黒板は質が良い。
・タイ製のチョークは粉が重いので、あまり舞い
散らない。

・チョークの粉が健康によくない

8人が黒板に賛成。
・スムーズに書ける。
・きれいに書ける。
・消しやすい。
・チョークは安い。
・チョークは月に1箱あれば十分足りる。
・ホワイトボードはきれいに消えない。
・ホワイトボードでは、生徒が教員のマーカーを
借りて使うのですぐにインクがなくなる。
・ホワイトボードでは、マーカーが1教員につき2
本となっているが、足りない。生徒からお金を集
めているが、保護者の評判が悪い。

・男女別棟がベストだが、壁で隔てられていれば
よい。
・男子が女子トイレを覗くことがある。
・教室棟にトイレがある場合、掃除をしないと臭
くなる。低学年の生徒はトイレをきれいに維持で
きない。

・6年生になると男女別棟が好ましいが壁で隔て
られればよい。
・教室棟にトイレがあっても構わない。住居には
トイレがついているから、それと同じと考えれば
よい。

・トイレの外壁に用を足す人がいる（外部からの
侵入者）。
・男子がドアの下から女子トイレを覗く。

（SSCから参加者がなかったので情報なし）

出席者

コミッティミーティング

学校名

生徒の通学状況

保護者の主な職業

クラスター活
動

トイレの配置に対するコメント

家具に対する
コメント

ホワイトボー
ド／黒板に対
するコメント

学校支援委員
会（SSC）の活
動

 

 



No. 5 Wathanak Vichea No. 6 Sothearos No. 7 Sante Pheap

本プロジェクト 本プロジェクト 本プロジェクト

人数 11人 10人 16人

内訳 教員6人（男1、女5）、SSC5人（男4、女1） 教員5人（男2、女3）、SSC5人（男5人）
教員10人（男5、女5）、スタッフ1人（女1）、
SSC5人（男2、女3）

殆どの生徒は徒歩で通っている。
生徒の安全を考えると、親と一緒に来ることが望
ましいが難しいので、殆どは兄、姉などと一緒に
3～4人でまとまって登校している。

60％は親とバイクや車で通っている。
その他は徒歩や自転車
周辺に役所が多いので、通勤途中に親が連れてく
る生徒が多い。

殆どの生徒は徒歩で通っている。
その他は親と来る、自転車、バイクタクシー代を
月極めで支払う生徒もいる。

公務員、店主、工場労働者、バイクタクシーの運
転手など

公務員、露天商、建設労働者、バイクタクシーの
運転手など

工場労働者、公務員、バイクタクシーの運転手な
ど

会合頻度 月に1回 月に1回 月に1回程度

メンバー 校長、副校長、教科主任など13～15人 校長、副校長、教科主任、教員代表など 校長、副校長など

会合場所
コア校（Bak Touk）には大きな会議室があるの
で、いつもコア校で実施。

コア校（Toul Sleng）には大きな会議室があるの
でいつもコア校で実施。

本校で実施

その他 教授法ミーティングは年に2～3回。
クラスターはスタッフ数を元に設定されたため、
クラスターを形成する学校が地理的に飛び地にあ
ることがある。

各サテライト校でも教授法ミーティングを独自に
やっている。

同左 同左 同左

頻度 年に3回 最低月に1回 年に3回

最近の会議におけ
る議題

(1)生徒の成績について
(2)校舎の修理

(1)生徒の成績報告
(2)既存校舎の扱い

(1)校庭の改善
(2)貧しい生徒への教材供与について

予算等
毎年150万リエルくらい集める。これでは足りな
いので借金をする。

昨年は7～800万リエル集めた。
木造校舎の解体については9月25日にプノンペン
市が承認した。

昨年は2,516ドル集めた。
以前、校舎を解体したときには、コミュニティが
無償で解体し、解体後の資材はコミュニティが再
利用している。

机・椅子一体型
（2人掛）

全員が一体型に賛成。
生徒が動いても1つだけが動くので邪魔にならな
い。カンニングできない。グループワークがやり
やすい。

机や椅子が動くと生徒がきちんと座らないので、
一体型がよい

重いが、1クラスの生徒数が増えた場合に多くの
子どもが座れるので、フレキシブルに対応ができ
る。

机・椅子分離型
（2人掛）

－ － 椅子が壊れやすい

机・椅子分離型
（1人掛）

－

座りやすい。自分の机という意識が出るのできれ
いにする。掃除のときに椅子を机の上に上げられ
る。一人で持てるので移動しやすい。椅子を机の
下に収納できる。

動きやすい、掃除しやすい、軽い、ねじの部分が
壊れやすい

ホワイトボード

全員がホワイトボードに賛成。
・書きやすい。
・書いても疲れない。
・スムーズに書ける
・黒板ではチョークの粉がでる。

全員がホワイトボードに賛成。
・黒板ではチョークの粉が出る。

－

黒板 － －

全員が黒板に賛成。
・韓国の支援の黒板は磁石がつくのでよい
・ホワイトボードはきれいに消えない。
・ホワイトボードはマーカーが高い。
・ホワイトボードは壊れやすい。

・男女を隔てる壁は必要。
・教室棟と同じところでも構わない。

・男女別棟がベストだが、隔壁があればよい。
・男子が女子トイレを覗こうとする。

・トイレは足りず行列ができる。

学校名

出席者

生徒の通学状況

保護者の主な職業

ホワイトボー
ド／黒板に対
するコメント

トイレの配置に対するコメント

クラスター活
動

コミッティミーティング

学校支援委員
会（SSC）の活
動

家具に対する
コメント
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ジ
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人
数

1
8
人

1
0
人

2
0
人

1
0
人

1
1
人

1
0
人

内
訳

5
年

生
1
6
人

（
男

6
、

女
1
0
）

、
3
年

生
2
人

（
男

1
、

女
1
）

5
年

生
5
人

（
男

3
、

女
2
）

、
6
年

生
5
人

（
男

2
、

女
3
）

5
年

生
1
0
人

（
全

員
女

）
、

6
年

生
1
0
人

（
全

員
男

）
6
年

生
4
人

（
男

2
、

女
2
）

、
5
年

生
6
人

（
男

3
、

女
3
）

5
年

生
6
人

（
全

員
男

）
、

6
年

生
5
人

（
全

員
女

）
5
年

生
5
人

（
男

2
、

女
3
）

、
5
年

生
5
人

（
男

3
、

女
2
）

徒
歩

：
1
2
人

親
が

同
行

：
6
人

自
転

車
：

5
人

徒
歩

：
2
人

親
が

同
行

：
3
人

徒
歩

：
1
5
人

自
転

車
：

5
人

徒
歩

：
8
人

（
1
5
分

、
5
分

、
1
0
分

、
3
分

、
2
0
分

、
1
0

分
、

1
5
分

、
2
0
分

）
親

が
同

行
：

2
人

徒
歩

：
5
人

自
転

車
：

3
人

親
が

同
行

：
2
人

乗
り

合
い

オ
ー

ト
大

八
車

：
1
人

徒
歩

：
5
人

自
転

車
：

4
人

親
が

同
行

：
2
人

校
庭

、
廊

下
校

庭
、

廊
下

、
教

室
校

庭
、

教
室

、
廊

下
屋

上
、

廊
下

、
教

室
、

前
庭

校
庭

、
廊

下
、

教
室

校
庭
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廊

下
、

教
室

好
き

な
授

業
シ

フ
ト

午
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1
8
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し
い
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ら

。
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8
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早

く
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き
な

く
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も
い
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か

ら
。

・
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が
迎

え
に

来
や

す
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か
ら
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午
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1
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運
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。
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。
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。
・

午
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に
は

住
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で
い

る
施

設
で

ア
ク

テ
ィ

ビ
テ

ィ
が

あ
る

か
ら

。
・

午
後

に
家

事
を

手
伝

え
る

か
ら

。
・

午
前

中
に

遊
ん

で
い

る
と

学
校

に
来

る
時

間
を

忘
れ

て
し

ま
う

か
ら

。

午
後

：
1
/
1
1
人

・
朝

早
く

起
き

な
く

て
も

い
い

か
ら

。

両
方

：
3
/
1
1
人

午
前

：
1
0
/
1
0
人

・
涼

し
い

か
ら

。
・

学
校

が
終

わ
っ

た
後

に
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が
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く

さ
ん

あ
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か
ら
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昼
：

0
/
1
0
人

午
後

：
0
/
1
0
人

机
・

椅
子

一
体

型
（

2
人

掛
）

配
置

を
揃

え
や

す
い

（
7
/
1
8
人

）
座

り
や

す
い

、
書

き
や

す
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生

徒
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動
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て
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机
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動
か

な
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、
配

置
を

揃
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や
す

い
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1
0
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1
0
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座

り
や

す
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配
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揃
え

や
す
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友
達

と
ひ
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つ

け
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（
2
0
/
2
0
人

）
座

り
や

す
い

、
動

か
な

い
、

配
置

を
揃

え
や

す
い

椅
子

を
動

か
さ

な
く

て
も

い
い

。
後

ろ
の

生
徒

の
邪

魔
に

な
ら

な
い

（
3
/
1
1
人

）
一

体
型

し
か

使
っ

た
こ

と
が

な
い

（
1
0
/
1
0
人

）

机
・

椅
子

分
離

型
（

2
人

掛
）

出
た

り
入

っ
た

り
し

や
す

い
（

7
/
1
8
人

）
－

－
座

っ
た

り
立

っ
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り
し

や
す

い
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生
徒

が
動

く
と

音
が

出
る

－
－

机
・

椅
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1
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掛
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背
も
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あ
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動
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す
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（

4
/
1
8
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）
－

－
－
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、
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ョ
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、
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ボ
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使
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が
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・
授

業
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に
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ト
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レ
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行
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。
・

行
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ら

な
い

。
－

・
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く

。
・
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な
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な
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。
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、
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く
。

・
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用
水
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げ
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が

辛
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。
－

・
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さ
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生
徒

が
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度
に

ト
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行
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で

、
行

列
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で
き
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。

女
子

生
徒

ト
イ

レ
に

入
る

と
こ

ろ
を

見
ら

れ
た

ら
恥

ず
か

し
い

男
子

が
水

タ
ン

ク
に

登
っ

て
覗

こ
う

と
す

る
男

女
を

隔
て

る
壁

が
な

い
と

恥
ず

か
し

い
－

男
子

と
同

じ
棟

の
ト

イ
レ

は
恥

ず
か

し
い

の
で

使
わ

な
い

。
男

子
が

い
る

と
ト

イ
レ

に
行

く
の

を
我

慢
す

る

学
校

名

通
学

状
況

休
み

時
間

中
の

遊
び

場

ト
イ

レ
利

用
現

況

好
き

な
生

徒
用

家
具

の
形
態

と
そ

の
理

由

ホ
ワ

イ
ト

ボ
ー

ド
／

黒
板

の
ど
ち

ら
が

好
き

か
と

そ
の
理
由

出
席
者
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